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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面と裏面を備える第１光制御部と、前記第１光制御部の端部から前記裏面の側に突出
し前記裏面の側を向く面で光を制御する第２光制御部と、前記第２光制御部よりも外側に
おいて前記第１光制御部の前記端部から前記裏面の側に突き出た側面部と、前記側面部の
内側に突出する第１嵌合部とを備える第１部材と、
　光を透過させる第３光制御部と、前記第３光制御部と一体化され前記第３光制御部の端
部側から前記第３光制御部の平面方向に伸びる第２嵌合部とを備え、前記第１、３光制御
部が互いに重なるように前記第１部材と一体化される第２部材と、
　を備え、
　前記側面部は、前記裏面から離れるように外側に可逆的に開くことが可能であり、
　前記第１嵌合部と前記第２嵌合部とが互いに嵌合することで前記第３光制御部を広げた
ままで前記第１部材および前記第２部材が一体化され、
　前記側面部を前記外側に開くことで前記第１嵌合部と前記第２嵌合部を互いに離脱でき
る光制御部材。
【請求項２】
　前記第１嵌合部と前記第２嵌合部のうち一方が、先端に、互いに長さの異なる第１嵌合
片および第２嵌合片を備え、
　前記第２嵌合片は、前記第１嵌合片よりも前記第１部材の側に設けられかつ前記第１嵌
合片よりも短く、
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　前記第１嵌合部と前記第２嵌合部のうち他方の先端が、前記第１嵌合片および前記第２
嵌合片の間に収まる請求項１に記載の光制御部材。
【請求項３】
　前記側面部を前記外側に開いたとき当該側面部が弾性変形した状態で前記第１、２嵌合
部の離脱が可能である請求項１または２に記載の光制御部材。
【請求項４】
　前記第１～３光制御部が、互いに異なる光制御を行う請求項１～３のいずれか１項に記
載の光制御部材。
【請求項５】
　前記第１部材の全体が透明材料で形成され、
　前記第１光制御部は、光透過部であり、
　前記第２光制御部が、前記裏面の側を向く面で光を反射する第１光反射部であり、
　前記第３光制御部が、光を拡散させる光拡散部である請求項４に記載の光制御部材。
【請求項６】
　前記第２部材は、前記第３光制御部と前記第２嵌合部との間に段差を形成するように前
記第３光制御部と前記第２嵌合部とを接続する第４光制御部を備える請求項１～５のいず
れか１項に記載の光制御部材。
【請求項７】
　前記第４光制御部は、第２光反射部である請求項６に記載の光制御部材。
【請求項８】
　前記第２光反射部は、反射率が９０％以上であり、拡散成分を有する請求項７に記載の
光制御部材。
【請求項９】
　前記第１部材および前記第２部材は、断面形状を長さ方向に連続的に伸ばした形状を有
する請求項１～８のいずれか１項に記載の光制御部材。
【請求項１０】
　光透過性材料で形成され表面と裏面を備える第１光制御部と、
　前記第１光制御部の端部から前記裏面の側に突出し前記裏面の側を向く面で光を反射す
る第２光制御部と、
　前記第２光制御部よりも外側において前記第１光制御部の前記端部から前記裏面の側に
突出し前記裏面から離れるように外側に可逆的に開くことが可能である側面部と、
　前記側面部の内側に突出し、光を透過させる第３光制御部を保持するための第１嵌合部
と、
　を備える光制御部材。
【請求項１１】
　前記第２光制御部の前記裏面の側を向く面に、凹凸が設けられた請求項１０に記載の光
制御部材。
【請求項１２】
　光を透過させる光制御部と、
　前記光制御部と一体化され前記光制御部の端部側から前記光制御部の平面方向に伸びる
第２嵌合部と、
　を備え、
　前記第２嵌合部は、前記光制御部の両側に設けられる光制御部材。
【請求項１３】
　前記第２嵌合部の先端に、互いに長さの異なる第１嵌合片および第２嵌合片が設けられ
た請求項１２に記載の光制御部材。
【請求項１４】
　発光素子を備える発光部と、
　表面と裏面を備える第１光制御部と、前記第１光制御部の端部から前記裏面の側に突出
し前記裏面の側を向く面で光を制御する第２光制御部と、前記第２光制御部よりも外側に
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おいて前記第１光制御部の前記端部から前記裏面の側に突き出た側面部と、前記側面部の
内側に突出する第１嵌合部とを備え、前記第１光制御部で前記発光素子を覆うように前記
発光部に重ねられた第１部材と、
　第３光制御部と、前記第３光制御部と一体化され前記第３光制御部の端部側から前記第
３光制御部の平面方向に伸びる第２嵌合部とを備え、前記第１、３光制御部が互いに重な
るように前記第１部材と一体化され、前記第１部材の内側に取り付けられて前記第３光制
御部で前記発光素子を覆うように設けられた第２部材と、
　を備え、
　前記側面部は、前記裏面から離れるように外側に可逆的に開くことが可能であり、
　前記第１嵌合部と前記第２嵌合部とが互いに嵌合することで前記第３光制御部を広げた
ままで前記第１部材および前記第２部材が一体化され、
　前記側面部を前記外側に開くことで前記第１嵌合部と前記第２嵌合部を互いに離脱でき
る光源ユニット。
【請求項１５】
　点灯装置を内蔵した器具本体部と、
　前記器具本体部に取り付けられ前記点灯装置で点灯される光源ユニットと、
　を備え、
　前記光源ユニットは、
　発光素子を備える発光部と、
　表面と裏面を備える第１光制御部と、前記第１光制御部の端部から前記裏面の側に突出
し前記裏面の側を向く面で光を制御する第２光制御部と、前記第２光制御部よりも外側に
おいて前記第１光制御部の前記端部から前記裏面の側に突き出た側面部と、前記側面部の
内側に突出する第１嵌合部とを備え、前記第１光制御部で前記発光素子を覆うように前記
発光部に重ねられた第１部材と、
　第３光制御部と、前記第３光制御部と一体化され前記第３光制御部の端部側から前記第
３光制御部の平面方向に伸びる第２嵌合部とを備え、前記第１、３光制御部が互いに重な
るように前記第１部材と一体化され、前記第１部材の内側に取り付けられて前記第３光制
御部で前記発光素子を覆うように設けられた第２部材と、
　を備え、
　前記側面部は、前記裏面から離れるように外側に可逆的に開くことが可能であり、
　前記第１嵌合部と前記第２嵌合部とが互いに嵌合することで前記第３光制御部を広げた
ままで前記第１部材および前記第２部材が一体化され、
　前記側面部を前記外側に開くことで前記第１嵌合部と前記第２嵌合部を互いに離脱でき
る照明器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光制御部材、光源ユニット、および照明器具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　天井などに取り付けられる直付照明器具では、比較的広い配光をもつ器具が一般的であ
るが、使用環境により集光タイプあるいはグレアカットタイプなどのように配光を光制御
するものがある。直管蛍光灯を用いた器具では反射部材、ルーバーなどを用いて配光制御
を行なっていたが、近年では、光源のＬＥＤ化に伴い照明器具の形状も多様化しており、
カバー部材を利用して拡散・集光などの配光制御を行なっているものがある。
【０００３】
　例えば、特開２０１３－２０６８４９号公報にかかる照明器具では、略半円弧形状をし
たカバーの内側に溝部を設け、光学シートなどの配光制御部材を湾曲させた状態でカバー
に設けられた溝部に取り付けられるものがある。この照明器具はカバーと光学シートを別
に設けていることにより、光学シートを変更することで配光制御の変更を可能としている
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。
【０００４】
　また、特開２０１３－２０１０１２号公報によれば、光制御部材ではないが、カバーを
有したＬＥＤを光源とする照明器具において、カバーがＬＥＤを備えた基板をスライドに
より取り付けを行なう溝部を有しているものがあり、カバーが基板を保持することで、ネ
ジ・接着部材のように基板を取り付ける部材を削減することができる。
【０００５】
　また、特開２０１３－１２７９２２号公報によれば、ＬＥＤを備えた照明器具にて、Ｌ
ＥＤ発光部に透過性カバー・レンズにより配光制御を行なっている発光装置を用いている
ものもある。この、照明器具では透過性カバー・レンズを変更することにより、配光制御
の変更を可能としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－２０６８４９号公報
【特許文献２】特開２０１３－２０１０１２号公報
【特許文献３】特開２０１３－１２７９２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特開２０１３－２０６８４９号公報にかかるカバーは、光学シートを湾
曲させ保持している。このため、光学シートに常に応力がかかっており、ひび割れなどの
材料劣化が起こる可能性がある。また光学シートは突起などの表面加工により配光制御を
行なっているものもあり、湾曲させることにより表面加工が変形し、設計したとおりの配
光制御ができなくなるという問題がある。
【０００８】
　また、特開２０１３－２０１０１２号公報にかかる技術によれば基板をスライドにより
カバーの溝部に挿し込んでいる。カバー及び基板が長尺なものになった際には、差し込む
為の作業空間が必要となるとともに、カバーが樹脂で成形されているものが多数であり長
尺になるとねじれが発生し、差し込みにくくなるという問題がある。また、この問題は基
板と同じように、カバー溝部にスライドさせ光学シートを取り付けした時にも危惧される
。
【０００９】
　特開２０１３－１２７９２２号公報にかかる発光装置では、透過カバー、レンズそれぞ
れ固定の為の固定部材を必要としている。このため、発光装置を構成する為の部品数が多
くなるという問題がある。
【００１０】
　本発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、安定な光制御を行いつ
つ簡単に光制御の変更ができる光制御部材、光源ユニット、および照明器具を少ない部品
数で提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明にかかる光制御部材は、表面と裏面を備える第１光制御部と、前記第１光制御部
の端部から前記裏面側に突出し前記裏面側を向く面で光を制御する第２光制御部と、前記
第２光制御部よりも外側において前記第１光制御部の前記端部から前記裏面側に突き出た
側面部と、前記側面部の内側に突出する第１嵌合部とを備える第１部材と、光を透過させ
る第３光制御部と、前記第３光制御部と一体化され前記第３光制御部の端部側から前記第
３光制御部の平面方向に伸びる第２嵌合部とを備え、前記第１、３光制御部が互いに重な
るように前記第１部材と一体化される第２部材と、を備え、前記側面部は、前記裏面から
離れるように外側に可逆的に開くことが可能であり、前記第１嵌合部と前記第２嵌合部と
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が互いに嵌合することで前記第３光制御部を広げたままで前記第１部材および前記第２部
材が一体化され、前記側面部を前記外側に開くことで前記第１嵌合部と前記第２嵌合部を
互いに離脱できる。
【００１２】
　本発明にかかる他の光制御部材は、光透過性材料で形成され表面と裏面を備える第１光
制御部と、前記第１光制御部の端部から前記裏面側に突出し前記裏面側を向く面で光を反
射する第２光制御部と、前記第２光制御部よりも外側において前記第１光制御部の前記端
部から前記裏面側に突出し前記裏面から離れるように外側に可逆的に開くことが可能であ
る側面部と、前記側面部の内側に突出し、光を透過させる第３光制御部を保持するための
第１嵌合部と、を備える。
【００１３】
　本発明にかかる更に他の光制御部材は、光を透過させる光制御部と、前記光制御部と一
体化され前記光制御部の端部側から前記光制御部の平面方向に伸びる第２嵌合部と、を備
え、前記第２嵌合部は、前記光制御部の両側に設けられる。

【００１４】
　本発明にかかる光源ユニットは、発光素子を備える発光部と、表面と裏面を備える第１
光制御部と、前記第１光制御部の端部から前記裏面側に突出し前記裏面側を向く面で光を
制御する第２光制御部と、前記第２光制御部よりも外側において前記第１光制御部の前記
端部から前記裏面側に突き出た側面部と、前記側面部の内側に突出する第１嵌合部とを備
え、前記第１光制御部で前記発光素子を覆うように前記発光部に重ねられた第１部材と、
第３光制御部と、前記第３光制御部と一体化され前記第３光制御部の端部側から前記第３
光制御部の平面方向に伸びる第２嵌合部とを備え、前記第１、３光制御部が互いに重なる
ように前記第１部材と一体化され、前記第１部材の内側に取り付けられて前記第３光制御
部で前記発光素子を覆うように設けられた第２部材と、を備え、前記側面部は、前記裏面
から離れるように外側に可逆的に開くことが可能であり、前記第１嵌合部と前記第２嵌合
部とが互いに嵌合することで前記第３光制御部を広げたままで前記第１部材および前記第
２部材が一体化され、前記側面部を前記外側に開くことで前記第１嵌合部と前記第２嵌合
部を互いに離脱できる。
【００１５】
　本発明にかかる照明器具は、点灯装置を内蔵した器具本体部と、前記器具本体部に取り
付けられ前記点灯装置で点灯される光源ユニットと、を備え、前記光源ユニットは、発光
素子を備える発光部と、表面と裏面を備える第１光制御部と、前記第１光制御部の端部か
ら前記裏面側に突出し前記裏面側を向く面で光を制御する第２光制御部と、前記第２光制
御部よりも外側において前記第１光制御部の前記端部から前記裏面側に突き出た側面部と
、前記側面部の内側に突出する第１嵌合部とを備え、前記第１光制御部で前記発光素子を
覆うように前記発光部に重ねられた第１部材と、第３光制御部と、前記第３光制御部と一
体化され前記第３光制御部の端部側から前記第３光制御部の平面方向に伸びる第２嵌合部
とを備え、前記第１、３光制御部が互いに重なるように前記第１部材と一体化され、前記
第１部材の内側に取り付けられて前記第３光制御部で前記発光素子を覆うように設けられ
た第２部材と、を備え、前記側面部は、前記裏面から離れるように外側に可逆的に開くこ
とが可能であり、前記第１嵌合部と前記第２嵌合部とが互いに嵌合することで前記第３光
制御部を広げたままで前記第１部材および前記第２部材が一体化され、前記側面部を前記
外側に開くことで前記第１嵌合部と前記第２嵌合部を互いに離脱できる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、着脱が容易な複数の部材を互いに嵌合させて所望の光制御を実現し構
成するようにしたので、安定な光制御を行いつつ、簡単に光制御の変更ができる光制御部
材、光源ユニット、および照明器具が少ない部品数で提供される。
【図面の簡単な説明】
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【００１７】
【図１】本発明の実施の形態にかかる照明器具の斜視図である。
【図２】実施の形態にかかる照明器具の分解斜視図である。
【図３】実施の形態にかかる光源ユニットおよび配光制御部材の断面図である。
【図４】実施の形態にかかる発光部の断面図である。
【図５】実施の形態にかかる第１光制御部材の断面図である。
【図６】実施の形態にかかる第２光制御部材の断面図である。
【図７】実施の形態にかかる配光制御部材の組立工程図である。
【図８】実施の形態にかかる配光制御部材の組立工程図である。
【図９】実施の形態にかかる配光制御部材の組立工程図である。
【図１０】実施の形態にかかる配光制御部材の組立工程図である。
【図１１】実施の形態にかかる光源ユニットの配光性能を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本実施の形態にかかる照明器具１は、天井などに取り付けて用いることができる。ただ
し、本発明は天井取り付け型の照明器具に限られるものではなく、壁または床などに取り
付けるタイプの照明器具に適用されてもよいし、吊り下げ型の照明器具に適用されても良
い。以下の説明においては、形状および構造の理解を容易にするために、便宜上、照明器
具１の光照射方向を「下側」と称し光照射方向と反対方向を「上側」と称し、この上下方
向と交差する横軸方向を「水平」とも称す。
【００１９】
（照明器具）
　図１は本発明の実施の形態にかかる照明器具１の斜視図であり、図２はその分解斜視図
である。照明器具１は全体として細長い略矩形ブロック状の外郭構造を有している。照明
器具１は、光源ユニット１００および器具本体部１０００を備えている。器具本体部１０
００は、天井など被取付部に取り付けられ下側一面が開口し、商用電源から直流電源を生
成する点灯装置を内蔵している。光源ユニット１００は、器具本体部１０００の開口部を
塞ぐように取り付けられ、ＬＥＤ１１１を内蔵し、商用電源から供給される電力にてこの
ＬＥＤ１１１が点灯する。器具本体部１０００および光源ユニット１００はいずれも細長
い略矩形ブロック状である。光源ユニット１００は、ＬＥＤ１１１を備え商用電源から供
給される電力にて点灯する発光部１１０と、発光部１１０の照射側前面に配設され発光部
１１０が照射する光を制御する配光制御部材１２０を備えている。
【００２０】
（光源ユニットおよび配光制御部材）
　図３は、実施の形態にかかる光源ユニット１００および配光制御部材１２０の断面図で
ある。図４は、実施の形態にかかる発光部１１０の断面図である。発光部１１０は、複数
のＬＥＤ１１１と、複数のＬＥＤ１１１が実装されたＬＥＤ基板１１２と、ＬＥＤ基板１
１２を保持する基板保持部１１３から構成されている。複数のＬＥＤ１１１は、ＬＥＤ基
板１１２の実装面に直線状に略均一に配列されている。照明器具１が備える点灯装置（図
示無し）は商用電源から直流電流を生成し、複数のＬＥＤ１１１を点灯させる。本実施の
形態ではＬＥＤ１１１は直線状に略均等に配設されている説明をしているが、本発明はこ
れに限られない。光源ユニット１００の形状により直線に配置されていなくても良く、不
均等な間隔に配置されていても良く、複数の列を構成するように配置されても良い。なお
、ＬＥＤに代えて有機ＥＬ素子を用いても良い。
【００２１】
　基板保持部１１３は、断面が略「コ」の字形状であり、基板当接面１１３ａと保持垂直
部１１３ｂから形成されている。ＬＥＤ基板１１２におけるＬＥＤ１１１の実装面と反対
側の裏面に、基板当接面１１３ａが当接する。保持垂直部１１３ｂは、基板当接面１１３
ａの長手方向両端から略垂直にＬＥＤ基板１１２の裏面側へと伸びる部位である。
【００２２】
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　配光制御部材１２０は、一部が開口し配光制御部材１２０の略外郭を成す光制御部材で
ある第１光制御部材１３０と、発光部１１０の前面に配置されるとともに第１光制御部材
１３０の開口に嵌合する第２光制御部材１４０と、端面に接着された側板１５０から構成
される。まず、図３を参照しながら、光源ユニット１００について説明を行う。ＬＥＤ１
１１を出射した光は、配光制御部材１２０の第２光制御部材１４０により拡散された後、
第１光制御部材１３０に到達する。
【００２３】
（第１光制御部材）
　図５は、実施の形態にかかる第１光制御部材１３０の断面図である。図５の断面図を用
いて断面視で各部位の形状を説明する。第１光制御部材１３０は、光透過部１３１と、第
１反射部１３２と、側面部１３３と、水平部１３４と、光源当接部１３５と、第１嵌合部
１３６とを備える。第１光制御部材１３０は、図５の断面視で、光透過部１３１の水平中
心部から垂直方向に伸びる仮想線を中心軸として対称形状に形成されている。光透過部１
３１は、表面１３１ａと裏面１３１ｂを備え、ＬＥＤ１１１の光を透過する。光透過部１
３１は、発光部１１０の照射方向側に配設され略平面形状を備えている。第１反射部１３
２は、光透過部１３１の端部から裏面１３１ｂ側に突出し裏面１３１ｂ側を向く面で光を
反射する。第１反射部１３２は、光透過部１３１の両端から光透過部１３１の中心側に向
かって上側内斜め方向に突出する。側面部１３３は、光透過部１３１の両端から光透過部
１３１の中心から離れるように上側外斜めに延びており、本実施の形態では断面視で略円
弧形状に上側外斜めに延びることで側面部１３３が外側に凸となる曲面を有している。側
面部１３３は、第１反射部１３２よりも外側において光透過部１３１の端部から裏面１３
１ｂ側に突き出ている。側面部１３３は、裏面１３１ｂから離れるように外側に可逆的に
開くことが可能である。水平部１３４は、側面部１３３の端部から水平方向内側へ突出す
る。光源当接部１３５は、水平部１３４から上側（すなわち発光部１１０側）に突出する
。第１嵌合部１３６は、水平部１３４の略延長上に伸びるように側面部１３３の内側に突
出している。
【００２４】
　本実施の形態においては、第１光制御部材１３０は、その全体が同じ透明材料で形成さ
れている。透明材料であっても、第１光制御部材１３０の表面に凹凸を付けることで、光
を拡散することができる。
【００２５】
　図５に示すように、第１反射部１３２、水平部１３４、および第１嵌合部１３６は、そ
れぞれ第１光制御部材１３０の両脇から第１光制御部材１３０の中央へと伸びるように形
成されている。互いに対向する１組の第１反射部１３２、互いに対向する１組の水平部１
３４、および互いに対向する１組の第１嵌合部１３６は、それぞれ、第１光制御部材１３
０の内側（つまり発光部１１０側）に開口を形成している。側面部１３３は、光透過部１
３１との接合部周部を略中心として水平方向外側へ弾性変形により開くことができ、側面
部１３３が開くことにより第１光制御部材１３０と第２光制御部材１４０の嵌め合いが可
能になる。光源当接部１３５は、発光部１１０の保持垂直部１１３ｂと当接して発光部１
１０を保持する。光源当接部１３５の先端には略半円弧形状の引掛部１３５ａが形成され
ている。光源当接部１３５及び引掛部１３５ａは発光部１１０の形状にあわせ変更しても
良い。光透過部１３１は、屈折作用により第２光制御部材１４０から入射される光を配光
制御するものである。第１反射部１３２は、第２光制御部材１４０から入射する光を全反
射により配光制御するものである。本実施の形態では第１反射部１３２の内側表面１３２
ａに凹凸を設けている。図面では内側表面１３２ａの凹凸を模式的に図示しており実際の
形態は図示した段差に限定されず、互いに均等な高さの複数の段差を有する階段状の凹凸
としてもよく、それ以外の凹凸でもよい。また、本発明はこれに限られず、内側表面１３
２ａが凹凸のない平坦な面でも良い。
【００２６】
（第２光制御部材）
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　図６は、実施の形態にかかる第２光制御部材１４０の断面図である。図６の断面図を用
いて断面視で各部位の形状を説明する。第２光制御部材１４０は、光拡散部１４１と、第
２反射部１４２と、当面部１４３と、第２嵌合部１４４を備えている。第２光制御部材１
４０は、図６の断面視で、光拡散部１４１の水平中心部から垂直方向に伸びる仮想線を中
心軸として対称形状に形成されている。光拡散部１４１は、発光部１１０の前面に配置さ
れ、ＬＥＤ１１１の光を拡散させる。本実施の形態における光拡散部１４１はその表面が
若干の丸みを帯びた曲面となっているが、これに限らず平面であっても良い。第２反射部
１４２は、光拡散部１４１と第２嵌合部１４４との間に設けられ、光拡散部１４１が第１
光制御部材１３０側に凸となる段差を形成するように光拡散部１４１と第２嵌合部１４４
とを接続する。第２反射部１４２は、光拡散部１４１の両端から上側内斜めにそれぞれ突
出する。当面部１４３は、第２反射部１４２の先端から水平に突出し、ＬＥＤ基板１１２
と平行に外側に向かって伸びる。第２嵌合部１４４は、当面部１４３を介して光拡散部１
４１と一体化され光拡散部１４１の端部側から光拡散部１４１の平面方向に伸びる。
【００２７】
　第２光制御部材１４０は、二色成形により一体で構成される。光拡散部１４１は、拡散
透過材で構成されており、例えば乳白色である。第２反射部１４２は、光不透過性の高反
射部材で構成されており、例えば白色である。
【００２８】
　第２嵌合部１４４は、当面部１４３の先端に形成され略「コ」の字形状をしている。光
拡散部１４１は、ＬＥＤ１１１が照射する光を拡散させ、第１光制御部材１３０に照射す
るものである。第２反射部１４２は、その表面でＬＥＤ１１１の照射光を反射するもので
ある。第２反射部１４２における少なくともＬＥＤ１１１の光を受ける面は、その反射率
が９０％以上でありかつ拡散成分の多い反射材料で形成されていることが好ましい。例え
ば高反射ポリカーボネート材を用いて第２反射部１４２を形成してもよい。
【００２９】
　第２嵌合部１４４は、略「コ」の字形状をし、「コ」の字の開口が水平外方向へ向くよ
うに形成されている。開口の上側に位置する上嵌合片１４５ａは、開口の下側に位置する
下嵌合片１４５ｂより長く形成されている。第２嵌合部１４４の先端に、互いに長さの異
なる上嵌合片１４５ａおよび下嵌合片１４５ｂが設けられている。下嵌合片１４５ｂは、
上嵌合片１４５ａよりも第１光制御部材１３０側に設けられかつ上嵌合片１４５ａよりも
短い。
【００３０】
　配光制御部材１２０は、第１嵌合部１３６と第２嵌合部１４４とが嵌合され、光拡散部
１４１を広げたままで第１、２光制御部材１３０、１４０が一体化されたものである。第
２光制御部材１４０は、光透過部１３１と光拡散部１４１が互いに重なるように第１光制
御部材１３０と一体化されている。側面部１３３を元の位置に戻すと第１嵌合部１３６と
第２嵌合部１４４とが嵌合され、第１嵌合部１３６の先端は上嵌合片１４５ａおよび下嵌
合片１４５ｂの間に収まる。このとき、光拡散部１４１が撓まずに広げられたまま、つま
り図６に示す元の形状のままである。これにより、光拡散部１４１に応力がかかることを
抑制できる。また、第２光制御部材１４０全体も湾曲することなくその平面方向に広げら
れた状態に維持されることが好ましい。このように構成部品の応力を抑制することで、ひ
び割れなどの材料劣化が起こる可能性を低下させることができる。また光拡散部１４１が
湾曲しないので、光拡散部１４１の表面に突起など表面加工を施した場合であってもその
表面加工が変形し設計した配光制御ができなくなるという問題が生じない。好ましくは、
第１嵌合部１３６と第２嵌合部１４４とが嵌合されたときに、ちょうど第１嵌合部１３６
の先端と第２嵌合部１４４におけるコの字の底部が当接するか、あるいは第１嵌合部１３
６の先端と第２嵌合部１４４におけるコの字の底部との間に若干のすきま（クリアランス
）が設けられるような設計を行ってもよい。第２光制御部材１４０に不要な力がかからず
、光拡散部１４１に応力がかかることをより確実に抑制できるからである。
【００３１】
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　光透過部１３１の端部を支点として側面部１３３を外側に開くことで第１嵌合部１３６
と第２嵌合部１４４との離脱が可能である。側面部１３３を外側に開いたとき当該側面部
１３３が弾性変形した状態で第１嵌合部１３６と第２嵌合部１４４の離脱が可能であるこ
とが好ましい。側面部１３３が可逆的に開くことで容易に第１、２嵌合部１３６、１４４
を離脱できるので、第１、２光制御部材１３０、１４０の互いの組み合わせ変更が容易で
あるとともに事後的な交換も容易であり、配光制御を容易に変更することができる。
【００３２】
　配光制御部材１２０は、第１光制御部材１３０と第２光制御部材１４０が嵌合により一
体化されていることで第２光制御部材１４０を容易に着脱できるので、複数種類の互いに
異なる光学特性を有する第２光制御部材１４０の間で容易に交換できる。具体的には分散
度の異なる第２光制御部材１４０を用いることで発光部１１０から照射される光に対して
配光制御特性を容易に変更することができる。
【００３３】
　なお本実施の形態にかかる光源ユニット１００は、光透過部１３１の水平中心部と、光
拡散部１４１の水平中心部と、ＬＥＤ１１１の中心部が略同軸上になるよう配設される。
なお、本実施の形態では第１光制御部材１３０が水平方向に形成された板状の第１嵌合部
１３６を備え、第２光制御部材１４０が略「コ」の字形状の第２嵌合部１４４を備える形
状について説明を行なったが、その逆でつまり第１光制御部材１３０に第２嵌合部１４４
を設けても良い。第１光制御部材１３０に第２嵌合部１４４を設ける際は、図６に示した
のとは逆に上嵌合片１４５ａが下嵌合片１４５ｂより短く形成される。また、「コ」の字
状に限らず「Ｃ」字状または「Ｕ」字状としてもよく、第１嵌合部１３６を受ける開口を
有していればその形状は特に限定しない。
【００３４】
（組立工程）
　図７～図１０は本実施の形態における配光制御部材１２０の組立工程図である。図７は
第１光制御部材１３０と第２光制御部材１４０が別々の状態である。図８は第１光制御部
材１３０の第１嵌合部１３６に第２光制御部材１４０の第２嵌合部１４４の片方を差し込
んだ状態である。図９は第１光制御部材１３０の側面部１３３を可動させた状態である。
図１０は第１光制御部材１３０に第２光制御部材１４０を嵌合させた状態である。
【００３５】
　手順を説明すると、先ず、図８に示すように、第１光制御部材１３０の第１嵌合部１３
６に、第２光制御部材１４０を傾斜させた状態で第２嵌合部１４４の片方を矢印Ａの方向
へ差し込む。次に、図９に示すように、第１光制御部材１３０の側面部１３３のうち、第
２嵌合部１４４が差し込まれていないほうの側面部１３３を、側面部１３３と光透過部１
３１の接合部１３３ａを支点として矢印Ｂの方向へと開く。このとき、側面部１３３は少
なくとも下嵌合片１４５ｂの長さだけ開けばよい。下嵌合片１４５ｂの長さだけ開くこと
で、第１嵌合部１３６に嵌め込み済みの一方の第２嵌合部１４４を支点として、第２光制
御部材１４０が下方向（矢印Ｃ）へと動いて収まる。第２光制御部材１４０の下方向への
回動に伴い、第１嵌合部１３６と上嵌合片１４５ａが当接し、第１嵌合部１３６が第２嵌
合部１４４に差し込み可能となる。次に、外側に開いていたほうの側面部１３３を戻すこ
とで第１嵌合部１３６が第２嵌合部１４４に差し込まれる。このようにして第２光制御部
材１４０は第１光制御部材１３０と嵌合し、配光制御部材１２０が組み立てられる。
【００３６】
　第２嵌合部１４４は、上嵌合片１４５ａが下嵌合片１４５ｂより長く形成されている。
これにより、側面部１３３の可動範囲が小さくとも第１嵌合部１３６と第２嵌合部１４４
の離脱を可能とし、また第１嵌合部１３６を第２嵌合部１４４に差し込みするときに上嵌
合片１４５ａがガイド機能を果たすという効果がある。
【００３７】
（光学特性）
　図１１は、実施の形態にかかる光源ユニット１００の配光性能を示した図である。図１
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１は、分散度の異なる第２光制御部材１４０の配光分布を比較した配光分布図である。な
お、第２光制御部材１４０の分散度の変更による配光分布の変更の一例として、集光仕様
について説明する。第２光制御部材１４０では、光拡散部１４１の分散度を変更すること
で光拡散部１４１の発光分布を調整できる。その結果、配光制御部材１２０の配光分布を
変更することができる。図１１において、第２光制御部材Ａ１４０１は光拡散部１４１の
分散度が６０％のものであり、第２光制御部材Ｂ１４０２は光拡散部１４１の分散度が４
７％のものであり、第２光制御部材Ｃ１４０３は光拡散部１４１の分散度が２４％のもの
である。ここでは、受光角０°の透過光量を１００％としたときの透過光量５０％になる
受光角θのことを、分散度と定義している。第２光制御部材Ａ１４０１と、第２光制御部
材Ｂ１４０２と、第２光制御部材Ｃ１４０３の中心光度は、第２光制御部材Ａ１４０１よ
りも第２光制御部材Ｂ１４０２が大きく、第２光制御部材Ｂ１４０２よりも第２光制御部
材Ｃ１４０３が大きくなるように配光制御が行なわれている。つまり、配光制御部材１２
０は、あらかじめ備えられている第２光制御部材１４０をこれよりも分散度が大きい第２
光制御部材Ａ１４０１に変更することで、光源ユニット１００から照射される光の中心光
度が小さくなるように光制御を行なうことができる。
【００３８】
　なお、本実施の形態で用いた数値は一例であり本発明を限定するものではなく、分散度
の値と中心光束が比例するようなものでも良い。また、分散度だけでなく、透過度などを
変更するものでも良い。また、本実施の形態では集光仕様に関して説明をおこなったが、
集光仕様以外の配光制御であってもよい。本実施の形態は、好ましい形態の一つとして、
光透過部１３１、第１反射部１３２、光拡散部１４１、および第２反射部１４２という互
いに種類の異なる複数の光制御機能が一体化された配光制御部材１２０が提供されている
。このように２つの部品を嵌合により一体化しているので、少ない部品で複数種類の光制
御を行うことができる。
【００３９】
　配光制御部材１２０およびこれを構成する第１，２光制御部材１３０、１４０は、図３
～６にそれぞれ示した断面形状を長さ方向に連続的に伸ばした形状を有している。ただし
、第１，２光制御部材１３０、１４０が必ずしもその長さ方向の断面が均一であることを
必須とするものではなく、異なる断面形状を有する部分が長さ方向に部分的に設けられて
もよい。第１，２光制御部材１３０、１４０は、それぞれに適した合成樹脂を金型で一体
的に成形することで製造してもよい。光制御機能を持たせる部位である光制御部（本実施
の形態では光透過部１３１、第１反射部１３２、光拡散部１４１、および第２反射部１４
２）に、必要に応じて、透過、反射、拡散その他の所望の光学特性を得るために、適した
光学特性を有する合成樹脂で部分的に成形したり、コーティングを施したり、あるいは凹
凸その他表面加工を施したりしてもよい。なお、本実施の形態では、光透過部１３１の水
平中心部から垂直方向を中心軸として図５の断面視で第２光制御部材１４０を左右対称形
状とし、光拡散部１４１の水平中心部から垂直方向を中心軸として図６の断面視で第２光
制御部材１４０を対称形状としているが、本発明はこれに限られず、左右対称形状でなく
ともよい。
【符号の説明】
【００４０】
１　照明器具、１００　光源ユニット、１１０　発光部、１１１　ＬＥＤ、１１２　ＬＥ
Ｄ基板、１１３　基板保持部、１１３ａ　基板当接面、１１３ｂ　保持垂直部、１２０　
配光制御部材、１３０　第１光制御部材、１３１　光透過部、１３１ａ　表面、１３１ｂ
　裏面、１３２　第１反射部、１３３　側面部、１３４　水平部、１３５　光源当接部、
１３５ａ　引掛部、１３６　第１嵌合部、１４０　第２光制御部材、１４１　光拡散部、
１４２　第２反射部、１４３　当面部、１４４　第２嵌合部、１４５ａ　上嵌合片、１４
５ｂ　下嵌合片、１５０　側板、１０００　器具本体部
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